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今期の指定管理者の管理運営状況（１～６の結果を踏まえた総合評価）

（総合評価の基準）
Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

１　管理運営等の状況

（評価の目安）
Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ

(1) 事業の実施状況

公共住宅課 住宅営繕事務所

Ｂ

：事業計画、仕様書等の内容を上回る事業を実施した。
：概ね事業計画、仕様書等の内容どおりに事業を実施した。
：事業計画、仕様書等の内容のうち、一部の事業を実施していない。
：事業計画、仕様書等の内容のうち、半数以上の事業を実施していない。

評価

：極めて良好な管理運営状況である。
　（「１　管理運営等の状況」を含むＡが３つ以上で、ＣとＤが１つもない場合）
：良好な管理運営状況である。
　（Ｃが１つ以下でＤがない場合）
：一部改善が必要な管理運営状況である。
　（Ｃが２つ以上の場合。または、Ｄが１つの場合）
：抜本的な改善が必要な管理運営状況である。
　（Ｄが２つ以上の場合）

（

指
定
管
理
業
務
）

1

施 設
指 定 管 理 者
指 定 期 間

一般社団法人かながわ土地建物保全協会
県営住宅及び借上公共賃貸住宅（横浜川崎等地域）

H24.4.1 H29.3.31

提案内容
維持修繕業務において、有資格の職員配置や地元
専門業者との連携による迅速な対応を行う。

緊急修繕対応件数　４,８５３件

実施状況等

施 設 所 管 課

Ｂ

モニタリング結果報告書（平成25年度下半期）

＜１管理運営等の状況＞
　事業計画書の内容に沿って、これまでの管理実績を生かした手堅い管理運営を行っている。また、入居者からの様々な要
望等に応えられるよう、ライフサポート事業や窓口受付時間の延長など、積極的に取り組みを行っている。
＜２収支状況＞
予算的に大変厳しい状況であったが、修繕内容の見直しを行いつつ入居者からの要望にできるだけ応えられるよう工夫をし
ながら修繕費の抑制に努め、結果として概ね計画通りの執行状況となったことからＢ評価である。
＜３利用状況＞
　利用状況（入居世帯数）については、評価の対象としていない。
＜４利用者の満足度＞
　利用者満足度調査については、各種手続き等を行った個人、及び各自治会を対象にそれぞれ実施した。個人対象について
は、全ての設問において概ね６割以上が「大変良い」「良い」と回答し、また自治会対象については、対応及び総合評価の
設問において半数以上が「大変良い」「良い」と回答していることから、適切に指定管理業務が遂行されていることがうか
がえる。
＜５苦情・要望等＞
　苦情・要望等については、隣人トラブル等指定管理者に起因しないものがほとんどであるが、きめ細やかに対応し、入居
者の居住環境の向上に向けて積極的に取り組んでいる。
＜６事故・不祥事等＞
　県営住宅において行っているものと同種の工事執行（他から委託を受けたもの）において情報漏洩事故が発生したが、県
営住宅の工事執行においては事故を防止するための取り組みを直ちに行ったことからＢ評価とした。
＜今後の方針等＞
　平成２６年度以降も、引き続き修繕費が大変厳しい状況にあるが、入居者サービスの質を落とさず、より一層効率的・効
果的に指定管理業務を遂行していただきたい。



(2)月例報告書による確認状況

月報
確認

現場
確認

電話
確認

○ ○ ○ 無

○ ○ ○ 無

○ ○ ○ 無

○ ○ ○ 無

○ ○ ○ 無

○ ○ ○ 無

※基本協定書上の月報等提出期限 の 日まで

ライフサポーター訪問実績
　１４２団地　４,３７１件

指
導
等
の
有
無

4月15日

2月14日

1月15日

１月

報告月

10月

3月6日

提案内容

確認方法

2

（

自
主
事
業
）

2月4日

1月7日

12月4日

実施状況等
県営住宅等を取り巻く様々な課題についての取り
組みとして、ＮＰＯ等との連携による環境整備作
りや、高齢者の見守り・相談を行うライフサポー
ターという独自の制度を設ける。

受理日

11月15日

12月13日

4月1日

確認
通知日

翌月 15

２月 3月14日

３月

12月

11月

5月7日

備考（指導事項等）



２　収支状況

（評価の目安）

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ

① ② ③

① ② ③

① ② ③

※その他収入の内容

注：千円未満を切捨てているため、合計は一致しない。

収支差額のうち、62,081千円については、年度協定書第7条第5項に基づき精算。
（国の交付金等を受けて実施する維持修繕業務の執行残額）

収支状況に関する確認等

通
年
実
績

上半期合計 848,718 848,718 864,794 ▲ 16,076

対収支計画比 0.0% 0.0% 1.9% ▲ 1.9%

対収支計画比

1,665,575

0 2,514,293

0

190,827

1,082,721

0

2,412,579

1,665,575

26,813

210,224

1,082,721

▲ 235,081

1,665,575 0

2,359,829 2,594,910

1,082,721

2,514,293 2,449,286 0

848,718

46,570

2,412,579

0

1,665,575

12月

11月

2,359,829

349,351

454,790

197,602

210,224

対前年度
下半期実績比

通年合計 2,514,293 0 0

３月

0

170,789

777,416

0

収支計画（支出額）と比較して
：収支状況が良好である（収支差額のプラスが10％以上）。
：概ね計画どおりの収支状況である（収支差額がプラスマイナス10％未満）。
：計画と異なり、収支差額に10％以上20％以下のマイナスが生じている。
：計画と異なり、収支差額に20％を超える大幅なマイナスが生じている。

収支差額

3,495,3000

評価 Ｂ

0

2,755,577

03,495,300

支出額
うち納付金

収入額（自主事業収入は除く）

指定管理料

2,755,577

3,495,300

2,755,577

0

その他収入 収入合計利用料金

単位：千円

募集時の県積算額
（参考）※県費のみ

年
度
計
画

上半期

前年度

2,412,579

2,514,293

848,718

1,665,575

下半期合計

今年度

上半期

下半期

下半期

▲ 322,626

19,397

454,790

0

0

184,466

0

参
考

▲ 4.9%0.0%

事業収入、補助金、助成金、寄付金、参加者負担金、預金利息、雑収入等から該当するものを記載

収支差額のマイナス（収支計
画支出額対比）

×

2,514,293

197,602

349,351 144,997

下半期

×

848,718

4.9%

81,083

162,567

137,896

204,354

106,575

収入の増減（収支計画対比±
10％以上）

前年度
下半期実績合計

×

65,007

対収支計画比 0.0%

× ×

× ×

○ ×

支出の増減（収支計画対比±
10％以上）

-38.9%▲ 29.4%

0.0% ▲ 2.6% 2.6%

10月

収支計画と異なる理由等
〔参考〕
上半期 通年

２月

１月

269,142

1,584,492

269,142

184,466

0.0%

③

②

確認項目

①



＜参考＞
本施設について県が支出した（する）計画修繕工事・各所営繕工事等に係る修繕費等

今期に行った資本的な収入及び支出等の状況

収入：定期預金の取り崩し、借入れによる収入等
支出：車両の購入、施設の増改築、定期預金の積立て等
積立等：施設の増改築のための積立・借入れ、定期預金等

支　出

0

0

0
収　入

0

0

積立等

0

0

0

0

建替工事（亀井野団地ほか１団地：96,180千円）
住戸改善工事（いちょう上飯田団地ほか３団地：312,564千円）

　基本協定において、県が負担することとしている修繕費等：

0

年間合計 408,744

（期首）

（期末）

金額（千円） 工事箇所・内容（金額）

管理施設の改修（施設の資産価値の増加又は耐用年数の延長につながるもの）、改造、増築又は移設の
ための修繕費等

金額（千円） 内容



３　利用状況

（評価の目安）

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ

（県営住宅）

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

％

（借上公共賃貸住宅）

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

世帯 世帯 ％

％

人 人 人 ① ％ ② ％

人 人 人 ① ％ ② ％

人 人 人 ① ％ ② ％

※目標値の設定の有無
期間 その他の場合の期間

基準 その他の場合の基準

利用状況に関する確認等

※借上公共賃貸住宅については平成25年度から順次借上期間満了につき用途廃止

１月 335 489 68.5

２月 330 488 67.6

３月 303 487 62.2

11月 368 500 73.6

12月 362 496 73.0

合計 ― ―

合計 ― ―

入居世帯数 前年同期入居世帯数 前年同期対比増減率

10月 373 505 73.9

33,353 99.2

２月 32,977 33,314 99.0

３月 32,912 33,206 99.1

前年同期対比増減率

10月 33,298 33,514 99.4

今年度下半期利用者数が、
目標対比増減率で
：105％以上
： 95％以上～105％未満
： 85％以上～ 95％未満
： 85％未満

入居世帯数 前年同期入居世帯数

―

―

―

リストから選択

―

―

―

下半期

―

理由及び対応策
〔参考〕
上半期 通年

― ―

リストから選択

入所施設等定員がある場合、定
員比で
Ａ：100％
Ｂ： 90％以上
Ｃ： 80％以上
Ｄ： 80％未満

目標利用者数等を設定していな
い場合、前年同期対比増減率で
Ａ：105％以上
Ｂ： 95％以上～105％未満
Ｃ： 85％以上～ 95％未満
Ｄ： 85％未満

評価

前年対比±5％（前年同期対
比増減率105％以上または
95％以下）

合　計 ―

確認項目

①
目標対比±5％（目標値対比
増減率105％以上または95％
以下）

②

下半期計

上半期計

―

利用者数
前年同期
対比増減率

目標（定員）
対比増減率

―

リストから選択

―

―

―

―

― ―

―

目標利用者数
（または定員数）

99.3

前年同期
利用者数

―

11月 33,242 33,473

12月 33,205 33,395 99.4

１月 33,078

――



＜参考＞
施設の最大利用可能人数

※複数の施設がある場合は個別に記入する。

合計

0

定員（１日あたり
の延べ人数）

0 0 0 00

0

半期 0 0 0 0 0 0 0

最大人数 0

年間利用
可能日数



４　利用者の満足度（アンケート結果）

（評価の目安）

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
－

（ ）

（ ）
※今年度の実施予定 上半期 回 下半期 回 その他
※配布・回収件数 配布 件 回収 件 回収率 ％
※実施方法

５　苦情・要望等

（評価の目安）
Ａ
Ｂ
Ｃ

Ｄ

報告件数

（ 0 ） （ 31 ） （ 4 ） （ 3 ） （ 0 ） （ ）

（ 0 ） （ 21 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ ）

苦情・要望等への対応

※　指定管理者に起因するものは必ず記載。その他、苦情・要望への対応を行ったものを記載。

：要望等を積極的に把握して改善を行う等、サービス向上を図った。
：指定管理者に起因しない苦情・要望等があったが、適切に対応した（苦情・要望等がない場合も含む）。
：指定管理者に起因する苦情・要望等があったが、適切に対応した。または、指定管理者に起因しない苦情・要望等が
あり、適切に対応していない。
：指定管理者に起因する苦情・要望等があり、適切に対応していない。

口頭

手紙 簡易アンケート等

7 338

1

とても
良い

9
53.0%

上位２段階
の割合

合計普通

合計

70.7%
リストから選択

222

下半期報告件数
文書

リストから選択 リストから選択

評価 Ｂ

該当あり

電子メール対面

その他

38

概要

近隣トラブル、動物飼育等の迷惑行為に対する
苦情について。

849

対応状況

施設・設備

事業内容

上段：報告件数
下段：報告件数のうち所管
課受付分

分野

6 3 495

職員対応

住宅営繕事務所と適宜対応について打ち合わせを行うと
ともに、訪問指導、注意文書投函、注意チラシ掲示など
できめ細やかに対応し、自治会の協力も得ながら、引き
続きトラブル防止に努めている。

157

電話

郵送、電話、FAX

0

〔参考〕上半期結果
13 377 0 0 0 390

21

80
0

0

153

「満足」（４段階評価及び５段階評価の場合、上位２段階）と答えた割合が
：80％以上
：60％以上～80％未満
：40％以上～60％未満
：40％未満　又は（Ａ～Ｃにかかわらず）「不満足」と答えた割合が50％以上
：今期は実施していない

総合満足度の回
答結果

〔参考〕
上半期結果

64

評価 Ｃ

とても
悪い

良い 悪い

18 62



６　事故・不祥事等

（評価の目安）
Ａ
Ｂ
Ｃ

Ｄ

発生状況及び対応状況

随時モニタリングの実施状況

（ ）

（ ）

（ ）

調査結果等

県営住宅における住宅防音工事は適正に執行され
ていた。なお、今後の指定管理業務をより一層適
切に遂行するために、情報セキュリティに関し、
再度検証を行うこと等を指示。

指定管理者の対応状況・改善策等発生日 事故等の概要

：事故・不祥事等を防止するために積極的に取り組み、事故等が発生しなかった。
：軽微な事故・不祥事等が発生したが、適切に対応した（事故等が発生していない場合も含む）。
：事故・不祥事等が発生したが、適切に対応した。または、軽微な事故・不祥事等が発生し、適切に対応していない。
：事故・不祥事等が発生し、適切に対応していない。

評価 Ｂ

原因・問題点

経緯・調査内容

12月11日、12日

10月12日

10月12日

10月23日

上記同様の事案について、県指定管理
業務における工事入札執行の適正性を
確認するため立入調査を実施。

県指定管理業務における工事入札執行の状況等に
ついては、適正に行われていた。

(一社)かながわ土地建物保全協会が県
住宅供給公社から受託している住宅防
音工事において情報流出事故が発生し
たため、県営住宅における同種の工事
執行に係る情報管理状況等について確
認を行うため立入調査を実施。

実施日
（事故発生日）

該当なし

該当あり


